
 

 

 

 

 

アンダーソン・毛利・友常法律事務所の協力と、 

株式会社日本取引所グループが開発したコーパスの提供を受け、 

Mirai Translator®において分野特化の統合モデル「法務・財務モデル」を提供開始 

〜金融庁EDINETタクソノミ、国際財務報告基準（IFRS）にも対応〜 

 

株式会社みらい翻訳（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：大野 友義、以下 みらい翻訳）は、2021年1月27日より

TOEIC960点レベルの機械翻訳サービスMirai Translator®において、アンダーソン・毛利・友常法律事務所（以下 AMT）

の協力と、株式会社日本取引所グループ（以下JPX）が開発したコーパスの提供を受け開発した「法務・財務モデル」を提

供開始します。 

決算短信、有価証券報告書、アニュアルレポート等で使用される財務分野の表現に特化したコーパスを現在提供中の「契

約書・法務モデル」に追加で学習させたほか、金融庁のEDINETタクソノミおよび国際財務報告基準（IFRS）の対訳辞書を

標準搭載し、財務および法務分野に特化した新たな統合モデル「法務・財務モデル」として提供します。 

【背景】 

近年の海外投資家との対話ニーズの増大に伴い、日本企業では決算情報の英文開示のニーズが高まっており、正確性

と迅速性を両立させた翻訳の実現が強く求められています。2019年には、東証1部の企業に四半期決算の英文開示が義

務付けられることが発表され1、英文開示に向けた気運は今後一層高まる見通しです。一方で、決算短信、有価証券報告書

といった財務分野の文書は、日本語を直訳すると意味が通じにくく、会計の専門用語も多く含まれるため、従来の汎用的な

機械翻訳モデルでは適切な翻訳結果を返せないケースが多いことが課題でしたが、この度、AMTの協力および JPXが開

発したコーパスの提供を受け、財務の専門用語・表現にも対応した分野特化の統合モデル「法務・財務モデル」を提供する

ことが可能となりました。 

 

【法務・財務モデルの特徴】 

現在提供している「契約書・法務モデル」に財務分野を追加した、新たな分野特化の統合モデルです。日本会計基準、国

際財務報告基準（IFRS）を選択することができ、各社の採用する会計基準に応じて柔軟に翻訳結果を変更します。 

 

項目 概要 

サービス名 Mirai Translator®法務・財務モデル ※現在の契約書・法務モデルからサービス名を変更 

ローンチ日 2021年1月27日（水） 

提供言語 日本語⇔英語、日本語⇔中国語（簡体字、繁体字） 

翻訳モデル名 法務・財務モデル（Legal & Financial） 

利用可能辞書 
・金融庁EDINETタクソノミ 2020年版 

・国際財務報告基準（IFRS） 2020 IFRS財団公認日本語版 

 

 

 

 

                                         
1 2019年3月15日 日本経済新聞 「東証1部企業数絞り込み、3割減も 英文開示も義務化」 

（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO42496720V10C19A3I00000） 

株式会社みらい翻訳 

2020年12月16日 

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO42496720V10C19A3I00000
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情報伝達力 流暢さ

新たに追加された財務分野の特徴は下記の通りです。 

＜対象文章＞ 

下記の文書を対象としています。 

・ 決算短信 

・ 有価証券報告書 

・ 決算説明会資料 

・ アニュアルレポート 

・ コーポレートガバナンス報告書 

など。 

＜対象会計基準＞ 

・ 日本会計基準 

・ 国際財務報告基準（IFRS） 

＜翻訳精度向上について＞ 

・ 適時開示情報等の専門用語を学習することで、財務文書特有の専門的な文章の翻訳精度が向上しました。 

・ 金融庁の公開するEDINETタクソノミや国際財務報告基準（IFRS）の勘定科目リストを辞書登録することで、財務諸

表等で利用する専門用語の翻訳精度が向上しました。 

＜翻訳精度の比較について＞ 

・ 有価証券報告書を中心とした法務・財務分野の翻訳精度を、従来の「契約書・法務モデル」とバージョンアップした

「法務・財務モデル」で比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 5点満点。「情報伝達力」は、原文の情報がどの程度正確に翻訳結果に伝えられているかを評価する指標、「流暢さ」は、訳文の自然さを評価する指標。 

＊ 日本語→英語、英語→日本語のどちらの言語方向においても、情報伝達力、流暢さともバージョンアップ後の法務・財務モデルが上回っており、法務・

財務分野の専門的な内容をより適切に訳出できることを示しています。 
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【翻訳例文】 

財務分野文章の翻訳結果を、みらい翻訳の汎用モデル（ビジネス一般向け）と「法務・財務モデル」で比較し、汎

用モデルで適切に翻訳できていない箇所を青色で、「法務・財務モデル」で改善されている箇所を赤色で示します。 

 

英語→日本語 

例文： 

原文 

Employees are reviewed by supervisors, co-workers and employees they supervise in 

a 360-degree review process that is integral to our team approach, and which includes 

an evaluation of an employee’s performance with respect to risk management, 

compliance and diversity. 

参照文 

これは、360 度の角度からの査定プロセスを経て上司、同僚および部下が社員を査定す

るもので、当社のチーム制のアプローチと一体化しており、またリスク管理、コンプライア

ンスおよび多様性に関する社員の業績の評価を含んでいる。 

従来モデル 

従業員は、上司、同僚、および監督する従業員によって、チームアプローチに不可欠な

360度のレビュープロセスでレビューされます。このプロセスには、リスクに関する従業員

のパフォーマンスの評価が含まれます。 

法務・財務モデル 

従業員は、当社のチーム・アプローチに不可欠な 360 度のレビュー・プロセス（リスク管

理、コンプライアンス及び多様性に関する従業員の業績評価を含む。）において、監督

者、同僚及び監督する従業員によりレビューされる。 

 

日本語→英語 

例文：  

原文 
第 11 条 定時株主総会は事業年度末日の翌日から 3 ヶ月以内に招集し、臨時株主総会

は必要がある場合に随時これを招集する。 

参照文 

An ordinary general meeting of shareholders of the Company shall be convened within 

three months from the day following the end of its fiscal year, while an extraordinary 

general meeting of shareholders may be convened from time to time whenever 

necessary. 

従来モデル 

Article11 An annual general meeting of shareholders shall be called within three 

months from the day following the last day of the fiscal year, and an extraordinary 

general meeting of shareholders shall be called as necessary. 

法務・財務モデル 

Article 11 An ordinary general meeting of shareholders shall be convened within three 

(3) months from the day following the last day of the business year, and an 

extraordinary general meeting of shareholders may be convened from time to time 

whenever necessary. 

 

【今後の展望】 

Mirai Translator®は、あらゆるビジネスシーンで活用されお客様の生産性向上に貢献できるサービスを目指し、今後も専門

分野の翻訳精度の向上や、ユーザ辞書等のカスタマイズ機能の拡充等ユーザビリティーの向上のための改善に努めてま

いります。 

  



 

【ご利用方法】 

・ 現在Mirai Translator ®契約書・法務モデルをご利用中のお客様は、2021年1月27日以降自動的に本機能をご利用可

能です。 

・ 新規利用をご希望のお客様は、下記リンクにある販売代理店へご連絡いただくか、みらい翻訳ホームページからお申

し込みが可能です。 

Mirai Translator®トライアル申込みフォーム https://miraitranslate.com/contact/trial/ 

Mirai Translator®販売代理店 https://miraitranslate.com/partner/#hanbai 

お試し翻訳 https://miraitranslate.com/trial/ 

 

＊ 本技術の一部は、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）の研究成果を利用し、みらい翻訳にて製品化した

ものです。 

 

 

 

https://miraitranslate.com/contact/trial/
https://miraitranslate.com/partner/#hanbai
https://miraitranslate.com/trial/

